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厚生労働大臣あて補聴器公的補助制度を求める

団体署名  
  

                       

 

厚労省に早期創設を迫る 

市
区
町
村
議
会
に
上
る
と

す
る
組
合
独
自
調
査
結
果

を
示
し
、
国
と
し
て
の
補
聴

器
補
助
制
度
創
設
を
強
く

求
め
ま
し
た
。 

 

厚
生
労
働
省
は
「
公
費
助

成
は
慎
重
な
検
討
が
必
要

だ
」
「
補
聴
器
は
患
者
自
ら

が
装
用
す
る
こ
と
か
ら
、
保

険
適
用
の
対
象
と
は
し
て

い
な
い
」
と
回
答
が
あ
り
、

組
合
は
「
あ
ま
り
に
も
冷
た

い
対
応
だ
。
検
討
し
て
再
回

答
を
求
め
る
」
と
追
求
し
ま

し
た
。 

 

補
聴
器
助
成
に
つ
い
て

は
、
自
治
体
任
せ
で
は
な

く
国
と
し
て
の
施
策
化
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

2025年５月１２日 厚生労働大臣への要求項目 

1. 加齢による難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度を創設すること。 

 (WHOが補聴器使用を推奨している 41デシベルから 100％の公費助成を) 

2. 補聴器購入を医療の対象とし、医療保険を適用すること。 

3. 特定検診の項目に「聴力」検査を組み入れるよう各自治体に援助・指導をすること。 

中央本部 補聴器プロジェクトチーム 

     助成自治体の全国調査 

5月 10日現在 自治体 

※ 白内障手術が保険適用時の助成自治体は 130自治体 

１９９２年４月 

5月23日㈮府本部必着。全支部の提出をお願いします。

年金者組合としての団体署名は初の取り組みです。 

署名用紙は 5月 7日に送信しています 

中
央
本
部 

 

全
日
本
年
金
者
組
合
は

５
月
12
日
、
参
議
院
会
館

で
、
加
齢
性
難
聴
者
の
補

聴
器
購
入
に
対
す
る
公
的

補
助
制
度
の
創
設
を
求
め

て
厚
生
労
働
省
に
要
求
書

を
提
出
し
交
渉
し
ま
し
た 

廣
岡
副
委
員
長
は
「
補

聴
器
助
成
自
治
体
が
東
京

23
区
全
区
、
新
潟
県
30
全

市
町
村
す
べ
て
で
実
施
な

ど
全
国
43
都
道
府
県
４
５

３
市
区
町
村
に
急
速
に
増

え
、
補
聴
器
購
入
助
成
制

度
を
求
め
る
意
見
書
採
択

が
８
府
県
議
会
と
３
４
１ 

厚
生
労
働
大
臣
に 

補
聴
器
助
成 

要
求
書
提
出 


